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滋賀県医師確保計画 改定スケジュール

R8.3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 R9.1 2 3

医
療
審

地
対
協

県

国

【第１回】
７/９

(改正方針)

【第２回】
９/２

(計画骨子)

【第３回】
11/19

(計画素案)

【第５回】
３/26

(計画報告)

【第１回】
６/29

(改正方針・
諮問)

【第２回】
(計画骨子)

【第３回】
(計画素案)

【第４回】
(計画案・

答申)

【第３回】
３/24

(現行計画
進捗状況)

検討事項の整理 計画骨子・素案の作成
パブリック
コメント

各種データの分析・施策検討

医師偏在指標
（医師全体）

医師偏在指標
（左記以外）

新ガイドライン

新たな地域医療構想は令和９年度中に策定予定であるため、その内容は令和11年度に改定作業を行う第９次(前期)
計画において反映する。 5



医師確保の現状
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目標(R8) A 現状(R6) B 差 B-A
大津 1,275 1,303 ＋28
湖南 785 889 ＋104
甲賀 215 209 ▲６
東近江 458 488 ＋30
湖東 233 237 ＋４
湖北 321 298 ▲23
湖西 94 88 ▲６
県計 3,381 3,512 ＋131

目標
（毎年）

実績
R5 R6 R7 R8

臨床研修医採用数 110人 117人 119人 115人 111人
３年目医師採用数 110人 94人 106人 95人 92人

三師統計によれば、令和６年(2024年)末現在の本県の医療施設に従事する医師数は3,512人で、現行
計画の目標値である3,381人を超過（＋131人）
一方で、圏域別にみると甲賀圏域、湖北圏域、湖西圏域で目標値に届いていない。

県全体および二次保健医療圏の目標医師数

医師の県内定着を図る上で、臨床研修医および臨床研修を終えた３年目医師の安定的な確保が重要。
臨床研修医は毎年目標を達成しているが、３年目医師数は目標値に届いていない。

現行計画 進捗状況

（単位：人）

7



◆医師キャリアサポートセンター
（地域医療支援センター）

地域枠学生等の地域医療に対する意識の向上や、
地域枠医師等とキャリア形成と県内従事の両立を
図るため、滋賀医科大学に拠点機能を設け、各種支
援事業を実施

地域医療に貢献する
医師の「養成」

・県内唯一の医育機関である滋賀医科大学との
連携を密にした養成

・地域医療に貢献できる医師を養成する「地域
枠制度」の充実

・地域枠学生や全国の医学生に対する修学資金
等の貸付

・地域枠学生等が地域医療に貢献するキャリア
を明確に描けるよう支援することを目的とし
た「キャリア形成卒前支援プラン」の充実

医師の確保・偏在解消に向けた総合的な対策 （令和８年度）

□以下の４本柱により、将来にわたって良質かつ適切な医療を効率的に提供するために必要な医師の確保に取り組む。

◆医療勤務環境改善支援センター

県内医療機関の勤務環境の改善および医師の時間
外・休日労働時間の短縮に向けて、滋賀労働局や滋
賀県病院協会等と連携により支援を実施

・地域における医師確保と医師
のキャリアアップ

の両立を目的とする「キャリ
ア形成プログラム」

を策定

地域医療を担う医師の
「キャリア形成支援」

地域医療を支える医師の
「定着支援」

・勤務環境改善等による医師の働き方改革の推進
・看護師をはじめとする医療従事者等へのタスク
シフト／シェアの推進

・女性医師をはじめとする子育て世代の医師等へ
の就業支援・再就業に向けた取組の支援

・ドクターバンク（無料職業紹介事業）による県
内医療機関への就業支援

地域・診療科の
「偏在是正」

・地域医療対策協議会における地域枠医師等の配
置調整

・県内各地域の医師充足状況や市町の実情を勘案
した自治医科大学卒業医師の配置調整

・地域包括ケアシステムの充実等に向けた総合的
な診療能力を有する医師の確保・育成

・医師が不足する診療科および専門分野における
医師の充足に向けた検討

◆地域医療対策協議会

知事の附属機関として、医師確保計画の実施に必
要な事項を検討（地域枠医師の派遣調整、キャリア
形成支援等）

事業の実施体制として、県と相互に連携して事業を実施

○医学生向け貸付金
（医学生修学資金、医師養成奨学金）

○自治医科大学運営費負担金

○地域医療研修事業

医療分野における生産性向上支援
事業

○病院勤務環境改善支援事業

○復職支援等研修事業

○ドクターバンク事業

○医療勤務環境改善支援センター事業
・医療機関からの相談対応
・医療機関へのアドバイザーの派遣
・勤務環境改善にかかる研修会開催
・勤務環境改善に関する広報、啓発
・勤務環境改善計画、医師労働時間
短縮計画の策定支援 など

○次世代の滋賀の地域医療を担う若手
医師支援事業

○１年目研修医の研修・交流事業

○臨床研修指導医講習・情報交換事業

○臨床研修医・専門研修医確保対策事業

○専門研修指導医派遣等支援事業

○実践的手術手技向上研修実施機関設備
整備事業

○医師少数区域経験認定医師勤務推進
事業

○小児外科専門医師確保事業

○医学生向け貸付金（再掲）
（医学生修学資金、医師養成奨学金）

○自治医科大学運営費負担金（再掲）

○地域医療研修事業（再掲）

○専門研修指導医派遣等支援事業（再掲）

○復職支援等研修事業（再掲）
医師キャリアサポートセンター運営事業
・医師不足状況等の把握、分析 ・県貸付金被貸与者への面談
・医学生向け講演会等の実施 ・若手医師や女性医師のキャリア形成支援
・医師、医学生の相談窓口の設置 ・キャリア形成卒前支援プランの作成
・医師、医学生向け情報発信 ・キャリア形成プログラムの作成 など

新

・キャリア形成と県内従事の両立を図ることを
目的とした「キャリア形成プログラム」の充実

・地域枠学生・医師等へのきめ細やかな面談に
よるキャリア形成支援

・臨床研修医および３年目医師の確保に向けた
研修プログラムの充実や交流会等の開催
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医師偏在指標（医師全体）

指標
全国
順位

区
分

従事
医師数

標準化
医師数

滋
賀
県

260.4 19位 3,340 3,381.5 14.19 0.92

大
津

373.5 9位 多 1,281 1,275.4 3.44 0.99

湖
南

262.2 64位 多 765 780.2 3.42 0.87

甲
賀

176.8 229位 少 212 214.9 1.45 0.84

東
近
江

218.3 109位 多 452 458.9 2.29 0.92

湖
東

181.0 218位 234 234.1 1.56 0.83

湖
北

217.6 112位 多 313 321.5 1.55 0.95

湖
西

245.0 77位 多 83 95.4 0.48 0.82

標準化
受療率比 指標

全国
順位

区
分

従事
医師数

標準化
医師数

滋
賀
県

272.1 19位 3,512 3543.1 14.05 0.93

大
津

399.9 5位 多 1,303 1310.4 3.44 0.95

湖
南

272.0 66位 多 889 897.9 3.47 0.95

甲
賀

160.0 292位 少 209 209.7 1.42 0.92

東
近
江

225.9 125位 488 494.0 2.25 0.97

湖
東

197.6 207位 237 236.7 1.53 0.78

湖
北

225.1 128位 298 305.2 1.49 0.91

湖
西

226.7 124位 88 89.3 0.45 0.87

標準化
受療率比

人口
(10万人)

人口
(10万人)

第８次前期（R6.1） 第８次後期（R8.4）

2036年に向けて医師偏在解消を目指す
ための指標

一定の前提条件のもと、機械的に算出さ
れた数値であり、医師の絶対的な充足状
況ではなく、あくまでも相対的な偏在状
況を示すもの

算出式：

全国の二次医療圏および三次医療圏
（47都道府県）の医師偏在指標の値を
一律に比較し、上位1/3を医師多数区域、
下位1/3を医師少数区域に設定

医療機関へのアクセスなど地理的要素を
反映させるため、中位1/3のうち「修正
版へき地尺度(mRIJ)」が上位10％の区域
も医師少数区域とする（第８次後期～）
※本県は該当なし

概 要

医師多数・少数区域(県)の設定

標準化医師数
地域の人口  ÷  □□万  ×  地域の標準化受療率比
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【参考】医師偏在指標・修正版へき地尺度(mRIJ)の算出方法

※９

(※９) 大学病院等から派遣される非常勤医師等の勤務実態を考慮するため、三師統計で従たる従事先を記載している医師について、主たる従事先では
0.8人、従たる従事先では0.2人として算出 (第８次前期～)

医師偏在指標 修正版へき地尺度(mRIJ)

10

出典 第８次前期（R6.1） 第８次後期（R8.4）

医療施設従事医師数 三師統計 2020年 2024年

労働時間比 医師の勤務実態調査 2022年 2022年

人口 住民基本台帳人口 2017年 2024年

患者数 患者調査 2017年 2023年

患者流出入数 都道府県への調査 2022年実施 2026年1月実施

【使用データ】



改定の方向性

医師偏在是正プランの策定（地域偏在の是正）

診療科偏在の是正

評価指標の設定
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第８次前期 滋賀県医師確保計画（現行計画） 構成

12

第３章　医師全体の医師確保計画

１　計画策定の趣旨 第５節　具体的な施策

２　計画の位置づけおよび期間 １　実施体制

３　計画の全体像 （１）滋賀県地域医療対策協議会

４　計画の策定・推進体制 （２）滋賀県医師キャリアサポートセンター

（３）滋賀県医療勤務環境改善支援センター

１　総合評価・今後の展望 ２　取組内容

２　数値目標 （１）地域医療に貢献する医師の「養成」

３　取組内容に対する評価・課題等 （２）地域医療を担う医師の「キャリア形成支援」

（３）地域医療を支える医師の「定着促進」

第１節　県・二次保健医療圏の現状 （４）地域・診療科の「偏在是正」

１　基礎データ

２　将来人口 １　県・周産期医療圏の現状

３　医療需要 ２　分娩取扱医師偏在指標

４　医師数等 ３　産科における医師確保の方針

５　診療科別医師数 ４　産科における偏在対策基準医師数

６　医師養成数 ５　産科における具体的な施策

７　臨床研修医 第５章　小児科における医師確保計画

８　専攻医 １　県・小児医療圏の現状

第２節　医師偏在指標 ２　小児科医師偏在指標

１　基本事項 ３　小児科における医師確保の方針

２　医師偏在指標 ４　小児科における偏在対策基準医師数

３　医師少数スポット ５　小児科における具体的な施策

第３節　医師確保の方針 第６章　計画の効果の測定・評価

１　基本事項

２　医師確保の方針

第４節　目標医師数

１　基本事項

２　目標医師数

３　その他目標値

第４章　産科における医師確保計画

＜参考資料＞計画関連事業一覧

第１章　基本事項

第２章　現行計画の評価

第３章　医師全体の医師確保計画
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改定の方向性

医師偏在是正プランの策定（地域偏在の是正）

診療科偏在の是正

評価指標の設定
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医師少数区域である①甲賀圏域に加え、②湖東圏域、③湖西圏域、④医師少数スポットおよびへき地医
療拠点病院が所在する地域(旧市町村単位) を重点医師偏在対策支援区域として設定し、経済的インセン
ティブの対象エリアとする。

【設定理由】
医師少数区域である甲賀圏域を重点医師偏在対策支援区域として設定する場合、現行計画上で医師少
数区域と同等の扱いをするとした「医師少数スポット」および同地域に医師を供給する「へき地医療
拠点病院」の所在する地域を重点区域として設定し、地域偏在の是正を図ることは、県の施策として
整合性がある。

県内唯一の医師中程度区域である湖東圏域の医師偏在指標は甲賀圏域と大差がなく、県全体の地域偏
在を是正するには、甲賀圏域と同様、湖東圏域の医師確保も積極的に進めていく必要がある。

湖西圏域の可住地面積当たり医師数は甲賀圏域を大きく下回っており、将来を見据えた地域医療提供
体制の確保のため、医師確保を積極的に進めていく必要がある。

重点医師偏在対策支援区域（案）

最新の医師偏在指標(令和８年４月公表)を踏まえても状況に大きな変化が見られない
ことから、上記地域を重点医師偏在対策支援区域として次期計画に位置付ける。

方向性

※重点医師偏在対策支援区域と整合性を図るため、①無医地区、②準無医地区、③へき地診療所およびへき地
医療拠点病院が所在する地域(旧市町村単位) を医師少数スポットとする。

18

令和７年度第２回滋賀県地域医療対策協議会（R7.12.25）



重点医師偏在対策支援区域（案）

設定区域

大津 大津市（葛川地区）

湖南 －

甲賀 全域（甲賀市・湖南市）

東近江 近江八幡市（沖島）
東近江市（旧永源寺町）

湖東 全域（彦根市・愛荘町・豊郷町・甲良町・多賀町）

湖北 米原市（旧伊吹町）
長浜市（旧余呉町・旧西浅井町・旧木之本町・旧浅井町）

湖西 全域（高島市）
＜支援対象医療機関候補（病院）＞
・甲賀圏域内の７病院 ・湖東圏域内の４病院
・湖西圏域内の３病院 ・長浜市立湖北病院

※医師少数スポット（医師少数区域である甲賀圏域は設定しない）

現行計画 次期計画

無医地区等 へき地診療所（を中心とした地域） 無医地区等 へき地診療所およびへき地医療拠点病院が
所在する地域（旧市町村単位）

大津 － 大津市国民健康保険葛川診療所

同左

大津市（葛川地区）
湖南 － －

東近江 沖島・政所 近江八幡市立沖島診療所・東近江永源寺東部出張診療所 近江八幡市（沖島）
東近江市（旧永源寺町）

湖東 － －

湖北 中河内・椿坂・柳ケ瀬・
菅並・杉野・大見

吉槻診療所・中之郷診療所・今市出張診療所・上丹生出張診療所、
にしあざい診療所・塩津出張診療所・菅浦出張診療所、浅井東診療所

米原市（旧伊吹町）
長浜市（旧余呉町・旧西浅井町・旧木之本町・旧浅井町）

湖西 上針畑・下針畑・在原 高島市民病院朽木診療所 高島市（旧朽木村・旧高島町・旧マキノ町） 19

※医師少数スポット（医師少数区域である甲賀圏域は設定しない）
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重点医師偏在対策支援区域であることに加え、
「可住地面積当たりの医師数が全国下位1/4」等

の要件があり、県内に該当する区域はない。

27



改定の方向性

医師偏在是正プランの策定（地域偏在の是正）

診療科偏在の是正

評価指標の設定

28
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診療科偏在の是正 － 現状整理 －

診療科偏在の是正は課題であるものの、客観的な不足状況を示す明確なデータがないことから、診療
科別の目標医師数は設定していない。

全国的に医師確保が必要とされている以下の３診療科について言及している。

現行計画

医療従事者の需給に関する検討会医師需給分科会「第４次中間取りまとめ（H31.3.22）」において、
各都道府県の将来必要な診療科別医師数が示されたが、一定の仮定・前提の下に機械的に算出された
暫定値とされた。

令和２年度以降の専攻医募集では、同様の方法により算出した各都道府県の診療科別必要医師数およ
び養成数をもとに、すでに必要医師数に達している診療科に対して、採用数上限（シーリング）が設
定された。

令和８年度診療報酬改定において、若手の医師数が減少しており、かつ医療提供体制の確保が必要と
されている診療科について、当該診療科の医師を対象とした勤務環境・処遇改善を行うために、地域
医療確保体制加算２や外科医療確保特別加算が創設され、「消化器外科、心臓血管外科、小児外科、
循環器内科」等の医師に対して手当を支給する仕組みが設けられた。

国の動き

• 総合診療：2045年に高齢者人口がピークを迎え、在宅医療等の医療需要が増大すると見込まれる
ことから、地域包括ケアの充実を図る必要がある。このため、地域において幅広い疾患等に対応で
きる総合的な診療能力を有する医師の確保が重要となる。

• 産科・小児科：全国的に医師が不足していることに加えて、政策医療の観点から医師確保の必要性
が高い。国が示すガイドラインに基づき、産科・小児科に限定した医師確保計画を策定している。



診療科偏在の是正 － 方向性 －

国は、診療科偏在を定量的に把握するためには、診療科と疾病・診療行為との対応関係を
明らかにする必要があり、検討に時間を要するとしている。

次期計画では、特に医師確保が必要な診療科（特定診療科）を設定し、当該診療科の医師
確保に向けた施策を検討してはどうか。
※ガイドラインに基づき、個別に医師確保計画を策定する小児科・産科を除く

国が示す上記視点に加え、次ページ以降の指標も踏まえて検討を行ってはどうか。

方向性

全体の医師数は経時的に増加傾向にあるが、診療科ごとの医師数の増加ペースは異なる。また、医師
少数区域においても、診療科によって医師数の少なさの程度は差がある。

診療科偏在は様々な課題を内包していると考えられ、以下のような視点により検討する必要がある。

国の考え方

• 地域でのニーズがある一方で、医師数の伸びが緩慢であるなど、担い手の確保の観点で対策が必要な
診療科（例：総合的な診療に従事する医師、外科に従事する医師等）

• 医療計画に基づき、地域の医療提供体制を維持する観点で対策が必要な診療科(例：小児科、産科等）

• 医師少数区域における医師数が少ない一方、一定の医療ニーズが見込まれる場合について、
地域でのアクセスを確保する観点での対策が必要な診療科（例：皮膚科、耳鼻咽喉科、眼科等）

地域医療構想及び医療計画等に関する検討会「医師確保計画の見直し等に向けたとりまとめ（R8.3.19）」

30
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診療科偏在の是正 － 参考指標１－

国が推計する都道府県別足下充足率が低い診療科

（例えば、これまでの推計で足下充足率が0.9を下回ったことがある診療科）

単位：人

※内科（内科・呼吸器内科・循環器内科・消化器内科・腎臓内科・脳神経内科・糖尿病内科・血科・アレルギー科・リウマチ科・感染症内科・心療内科）
外科（外科・呼吸器外科・心臓血管外科・乳腺外科・気管食道外科・消化器外科・肛門外科・小児外科）
産婦人科（産婦人科・産科・婦人科）、 形成外科（形成外科・美容外科）、 その他診療科（全科・その他・主たる診療科不詳・不詳）

※本推計は、実際の診療データに基づき、現状の各診療科の診療実態を反映したエビデンスに基づくものであるが、現状の診療科と疾病等の対応が将来維持
されるものと仮定したものであり、総合的な診療の領域の役割などについて別途検討を行う必要があることに留意しつつ、幅を持った検討を行う必要がある。

R6(2024年）
医師数
（仕事量）

必要医師数
（勤務時間調整後）

足下充足率
医師数
（仕事量）

必要医師数
（勤務時間調整後）

足下充足率
医師数
（仕事量）

必要医師数
（勤務時間調整後）

足下充足率
R6医師数
（実数）

A B A/B C D C/D E F E/F

内科 1,151 1,266 0.91 1,120 1,264 0.89 1,239 1,271 0.97 1267
小児科 223 207 1.11 235 231 1.02 222 234 0.95 237
皮膚科 77 93 0.78 79 98 0.81 88 107 0.82 91
精神科 132 163 0.75 133 167 0.80 135 174 0.77 146
外科 298 361 0.86 0.87 276 312 0.88 270

整形外科 224 238 0.92 215 234 0.92 236 245 0.96 223
産婦人科 131 159 0.86 0.78 144 166 0.87 142
眼科 132 109 1.11 126 132 0.96 137 143 0.96 134

耳鼻咽喉科 100 97 0.97 108 101 1.07 115 101 1.13 114
泌尿器科 85 83 1.03 93 88 1.06 90 87 1.03 97
脳神経外科 74 89 0.85 75 89 0.84 69 86 0.80 66
放射線科 88 74 1.17 92 78 1.18 91 81 1.12 103
麻酔科 96 105 0.91 101 111 0.90 113 115 0.98 122

病理診断科 28 23 1.31 1.19 29 24 1.20 29
臨床検査科 4 7 0.56 0.95 4 7 0.60 5
救急科 43 44 0.96 1.06 34 48 0.71 29
形成外科 29 36 0.76 31 40 0.77 33 51 0.65 43

リハビリテーション科 27 26 1.04 24 27 0.87 37 32 1.16 45
臨床研修医 241
その他 108

合計 2,942 3,180 2,432 2,660 3,092 3,284 3,512

H28(2016年) H30(2018年） R4（2022年）

内科（サブスぺ不明）、皮膚科、精神科、外科（サブスぺ不明）、産婦人科、脳神経外科、
臨床検査科、救急科、形成外科、リハビリテーション科

（出典：令和７年度第２回医道審議会医師分科会医師専門研修部会 資料2-2をもとに作成）

滋賀県
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診療科偏在の是正 － 参考指標２ －

県内専門研修プログラムの専攻医採用数が、国が推計する都道府県別必要養成数を下回る診療科

（例えば、過去３年平均専攻医採用数が、2030年および2036年の必要養成数をどちらも下回る診療科）

※内科（内科・呼吸器内科・循環器内科・消化器内科・腎臓内科・脳神経内科・糖尿病内科・血科・アレルギー科・リウマチ科・感染症内科・心療内科）
外科（外科・呼吸器外科・心臓血管外科・乳腺外科・気管食道外科・消化器外科・肛門外科・小児外科）
産婦人科（産婦人科・産科・婦人科）、 形成外科（形成外科・美容外科）、 その他診療科（全科・その他・主たる診療科不詳・不詳）

※本推計は、実際の診療データに基づき、現状の各診療科の診療実態を反映したエビデンスに基づくものであるが、現状の診療科と疾病等の対応が将来維持
されるものと仮定したものであり、総合的な診療の領域の役割などについて別途検討を行う必要があることに留意しつつ、幅を持った検討を行う必要がある。

内科（サブスぺ不明）、精神科、外科（サブスぺ不明）、整形外科、産婦人科、
耳鼻咽喉科、脳神経外科、リハビリテーション科

単位：人

滋賀県

（出典：令和７年度第２回医道審議会医師分科会医師専門研修部会 資料2-2をもとに作成）

R12（2030年） R18（2036年）
R5(2023年)～
R7(2025年)

必要医師数
（勤務時間補正後）

必要医師数
（勤務時間補正後）

専攻医採用数
（過去３年平均）

A A>C B B>C C
内科 1,427 1,504 48 ○ 45 ○ 42
小児科 205 195 4 4 4
皮膚科 111 111 5 ○ 4 5
精神科 179 178 8 ○ 6 ○ 5
外科 346 360 18 ○ 15 ○ 8

整形外科 272 280 10 ○ 9 ○ 7
産婦人科 158 152 5 ○ 4 ○ 2
眼科 150 149 5 4 5

耳鼻咽喉科 102 101 2 ○ 2 ○ 2
泌尿器科 96 97 3 3 4
脳神経外科 97 101 5 ○ 4 ○ 0
放射線科 84 84 2 3 3
麻酔科 119 118 4 3 7

病理診断科 25 25 0 0 1
臨床検査科 7 7 1 1 1
救急科 50 50 3 3 5
形成外科 55 56 3 ○ 2 2

リハビリテーション科 35 36 1 ○ 1 ○ 1
総合診療科 6
合計 3,518 3,604 127 113 109

2030年の必要医師数を
達成するための年間養成数

2036年の必要医師数を
達成するための年間養成数

必要養成数に係る推計



【参考】足下充足率・将来の必要医師数の算出方法

年代 週当
たり
勤務
時間

全体の
平均
との比

男
性

20代 51:22 1.08

30代 54:23 1.14

40代 52:33 1.10

50代 49:47 1.04

60代 43:50 0.92

70代以上 35:12 0.74

女
性

20代 50:36 1.06

30代 44:16 0.93

40代 42:36 0.89

50代 43:37 0.92

60代 41:16 0.87

70代以上 33:33 0.70

2019年算出 2020年算出 2025年算出

三師統計 2016年 2018年 2022年

労働時間調査 2016年「医師の勤務実態及び働き方
の意向等に関する調査」

2022年「医師の
勤務環境把握に
関する研究」

患者調査 2014年 2017年 2020年

精神科疾病別推
計入院患者数

ー
2017年度 2023年度

診療科と疾病の
対応表

（省略） （省略）

人口のデータ 人口推計
2015年

人口推計
2015年

国勢調査
2020年

日本の将来推計
人口

平成29年推計 平成30年推計 令和５年推計

医師需給推計 2019年 2019年 2020年 33

1)

2)

3)

1) 仕事率の計算

2) 計算イメージ 3) 診療科別生残率（男性）

【使用データ】
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診療科偏在の是正 － 参考指標３－

主たる診療科別の人口10万人対医師数について全国比較を行い、相対的に医師数が少ない診療科

（例えば、主たる診療科別の人口10万人対医師数の全国順位が下位1/3の診療科）

内 科
（消化器内科、呼吸器内科、膠原病・リウマチ内科）
皮膚科
精神科
外 科
（消化器外科、心臓血管外科、小児外科、乳腺外科）
整形外科
産婦人科
眼 科
耳鼻咽喉科
泌尿器科
脳神経外科
救急科

※放射線科には、サブス領域である放射線診断および放射線治療を含む
産婦人科は、婦人科を除く

（出典：令和６年三師統計）

滋賀県 全国平均 順位

39.8 50.2 42位

消化器内科 12.8 13.1 27位

循環器内科 12.5 11 15位

呼吸器内科 5.2 5.9 29位

血液内科 2.7 2.5 13位

内分泌代謝・糖尿病内科 5.6 5 13位

脳神経内科 5 4.8 18位

腎臓内科 5.4 4.7 11位

膠原病・リウマチ内科 0.8 1.6 40位

16.9 14.5 6位

6.5 8.1 37位

10.4 13.9 44位

8.8 10 39位

消化器外科 3.9 4.5 33位

呼吸器外科 2.7 1.7 2位

心臓血管外科 2 2.5 39位

小児外科 0.4 0.7 38位

乳腺外科 1.4 1.9 37位

15.9 18.3 41位

9.2 9.4 25位

9.6 10.9 33位

8.1 7.5 17位

6.9 6.5 26位

4.7 6.1 43位

7.3 6.1 17位

8.7 8.6 22位

2.1 1.8 10位

0.4 0.5 23位

2.1 3.3 43位

2.9 2.7 13位

3.2 2.6 10位

診療科名(19基本領域および
連動研修を行い得るサブスぺ領域)

臨床検査科

救急科

形成外科

リハビリテーション科

小児科

皮膚科

精神科

眼科

耳鼻咽喉科

泌尿器科

脳神経外科

放射線科

病理診断科

麻酔科

産婦人科

内科

外科

整形外科



改定の方向性

医師偏在是正プランの策定（地域偏在の是正）

診療科偏在の是正

評価指標の設定

35



目標医師数の考え方 ※基本的には現行計画と同じ

36

医師少数区域（医師偏在指標が下位1/3の区域、医師偏在指標が中位1/3かつへき地尺度が上位10％の区域）

「医師偏在指標が下位1/3の区域」における目標医師数は、原則として、計画終了時の医師偏在指標の値が、計画開
始時の下位1/3に相当する医師偏在指標に達するために必要な医師の総数とする。

ただし、計画期間開始時に既に下位1/3に相当する医師偏在指標に達するために必要な医師数を達成している場合は、
医師の地域偏在の解消を図る観点から、原則として、目標医師数は計画開始時の医師数を設定上限数とする。

「医師偏在指標が中位1/3かつへき地尺度が上位10％の区域」については、新たに医師少数区域に位置づけるもの
の、医師の地域偏在の解消を図る観点から、従前の医師少数区域以外の二次医療圏における目標医師数とする（原
則として、計画開始時の医師数を設定上限数とする）こととする。 ※本県は該当なし

医師中程度区域（医師偏在指標が中位1/3かつ修正版へき地尺度が上位10％でない区域）

原則として、計画開始時の医師数を設定上限数とする。

ただし、今後の医療需要の増加が見込まれる地域では、厚生労働省が参考として提示する「計画終了時に計画開始
時の医師偏在指標を維持するための医師数」を踏まえ、その数を設定上限数とする。

医師多数区域（医師偏在指標が上位1/3の区域）

原則として、計画開始時の医師数を設定上限数とする。

ただし、今後の医療需要の増加が見込まれる地域では、厚生労働省が参考として提示する「計画終了時に計画開始
時の医師偏在指標を維持するための医師数」を踏まえ、その数を設定上限数とする。

甲賀

東近江・湖東・湖北・湖西

大津・湖南

※医師少数県以外の都道府県について、二次医療圏の設定上限数の合計が都道府県の計画開始時の医師数を上回る場合は、二次医療圏の
目標医師数の合計が都道府県の計画開始時の医師数を上回らない範囲で、二次医療圏の目標医師数を設定する。



目標医師数以外の評価指標の設定 ①

現ガイドラインでは、目標医師数を設定することとしている一方で、それ以外に、医師確保計画の進
捗等の評価に資する指標の設定については示していない。

医師確保計画に基づく取組の進捗等の状況を経時的に把握・評価することを可能とするために、医師
確保計画に係る定量的な指標の例として、以下の指標が考えられる。

本来は医師確保計画の効果をモニタリングするうえで、住民の各種医療へのアクセス等をアウトカム
指標に設定することが望ましい。第９次医師確保計画への反映を目指し、国において検討を進める。

国の考え方

37地域医療構想及び医療計画等に関する検討会「医師確保計画の見直し等に向けたとりまとめ（R8.3.19）」一部改変



目標医師数以外の評価指標の設定 ②

本県では「将来にわたって良質かつ適切な医療を効率的に提供する」ため、以下の４本柱
により医師確保対策に取り組んでいるが、各施策と目標との関係性が必ずしも明確でない。

施策の検討および進捗状況の評価を着実に行うために、次期計画においてはロジックモデ
ルにより整理してはどうか。

具体的には、現行計画の４本柱を中間アウトカムに位置付けるとともに、目標医師数以外
の評価指標の設定について検討を行う。

方向性

（出典：NPOがん政策サミット「誰にでもできる！がん計画中間評価ガイドブック」） 38

１．地域医療に貢献する医師の「養成」 ２．地域医療を担う医師の「キャリア形成支援」
３．地域医療を支える医師の「定着支援」 ４．地域・診療科の「偏在是正」



次期計画に向けた施策の検討
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次期計画に向けた施策の検討 ①

パッケージに基づく「経済的インセンティブ」による医師手当事業や国庫補助事業のほか、既存施策
の拡充も含め、他にどのような取組が考えられるか。

重点医師偏在対策支援区域の医師確保 （パッケージに基づく「経済的インセンティブ」以外）

本県では、地域枠学生等を対象とした「キャリア形成卒前支援プラン」において、地域医療への意識
醸成を図る講義や手技体験会等を開催している。
国においては、中堅・シニア世代等の医師を対象として、総合的な診療能力を有する医師の養成を目
的としたリカレント教育や広域マッチングの取組が進められている。
上記のほか、特定診療科の医師確保に向けてどのような取組が考えられるか。

特定診療科の医師確保

地域枠制度は、医師不足地域等で一定期間従事することを返還免除要件とすることにより、医師確保
および地域偏在の是正に資する有効な手段である。
国においては、令和11年(2029年)頃に医師需給が均衡すると推計されていることを踏まえ、医学部臨
時定員の削減に向けた検討が進められている。
現在、本県の地域枠は16名（恒久定員11名、臨時定員5名）であるが、地域枠制度をより効果的に運
用していくためには、今後どのような対応が考えられるか。

地域枠医師の確保
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次期計画に向けた施策の検討 ②

本県では、臨床研修医を対象とした入職前オリエンテーションや専門研修プログラム説明会の開催等
により、臨床研修医の定着や専門研修の魅力発信に取り組んでいる。

現行計画で掲げている数値目標「３年目医師採用数 110人」に届いておらず、また、臨床研修修了後
の県内定着率は約６割にとどまっているなか、専攻医の更なる確保に向けて、どのような取組が考え
られるか。

専攻医の確保

医師をはじめとした医療従事者の安定的な確保・定着を図るため、医師の働き方改革と併せて、医療
機関の業務効率化・勤務環境改善に取り組んでいる。

こうした医療機関の取組を促進するため、どのような支援が考えられるか。

医療機関の業務効率化に対する支援
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